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　本稿では、日本での余暇とレジャーという用語の捉え方、労働と非労働の関係の理解ととも

に、レジャーの具体的内容を整理し、自由時間と余暇の捉え方を概念的・実態分析的に考察する。

最初に労働対余暇の二項対立に関わる見解の源泉を考え、余暇概念を再考する。その後、余暇

と休暇、労働時間、「人の楽しみ」や生活のゆとりとしての隙間時間、自由時間の関係や特徴

を整理する。

１．レジャーと余暇

（１）余暇・自由時間と特権階級

　レジャーという言葉を初めて使ったのはアリストテレス『ニコニマス倫理学』での言明のよ

うである。アリストテレスは、人は「レジャーを持つためにレジャーなし（暇はない、働く）」

と表現したが、加えて、「幸福は閑暇（スコレー）に存する」とも言った１）。古代ギリシア・ロー

マ時代では、貴族と奴隷という階級関係があり、労働は奴隷が担い、貴族は自由な時間を過ご

していた。この体制を前提に、生活必要資金の獲得のための勤労を必要としない（労働しない）

貴族階級や特権・上流階級の人々は自由裁量的な時間をもち、一部の人は享楽に走り、一部の

人は学問や趣味など当人の関心事に時間を費やした。その意味で、「レジャー」とは自由な時

間の使い方に関わることであり、趣味や芸術・文化に傾注する人や、自由に思索にふける人、

学問する人など、人それぞれの時間を楽しむという状況だった。

　他方、19世紀末にヴェブレン［1899］は、財力と地位をえて閑暇をひけらかすアメリカの金

持ちを「有閑階級」と呼び、その振る舞いや品行を皮肉っぽく論じた。彼の意図はアメリカで

の階級構造や職種間・男女間での就労上の差別を批評することだったが、有閑階級という用語
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だけが広まった感もある。

　とはいえ、近代までの歴史を見ても、（貴族階級ではない）一般の人々は、長時間の労働に

従事するという実態があった。たとえば、イギリスでは一日14時間労働が通常だったという。

また、アメリカでは、1850年に週70時間の労働だったが、1975年には週40時間になったという（ガ

ルブレイス［1978］341ページ）。その後、徐々に労働時間が短縮した結果、非労働時間として

の自由時間が生まれたが、それも当初は文字通りの休息（rest）の時間だった。休息は、労働

者の体力回復とともに、気晴らし（pass time）の性格が強い遊び（play）の時間でもあった

かもしれない。

　さて、第２次世界大戦後、労働時間が短くなり自由時間が増え、1960年頃には、余暇の大衆

化と呼ばれたが、多くの大衆は当初、自由な時間を持て余した。たとえば、就労状況の変化か

らもたらされた時間（「強制された余暇」とも呼ばれた）をどのように過ごすかが、1950年代

の豊かなアメリカ人にとっても悩ましい側面だと論じられた（Life［1961］）。

（２）日本における余暇とレジャーという用語

　レジャーを日本では「娯楽」とも解釈しているが、leisureの日本訳語は閑暇、余暇、余った

ひま（することがない）、その他さまざまである。第２次世界大戦以前を別とすれば、レジャー

の日本語訳としても、また実質的な意味としても、上流・特権階級の人の有閑と大衆にとって

の余暇は基本的に異なる要素を持つとも思われる。

　日本でleisureは1920年頃に余暇と訳されたという。1920年代、大衆娯楽が広がり、大正12

（1923）年に大阪市は余暇の研究報告書を刊行したが、その内容は娯楽の実態調査だった（大

阪市［1923］）。調査に関わった専門家は大衆娯楽や享楽は下品で、下級なものであり、レジャー

は、（大衆向け）娯楽より上級であるという基準を持っていたという２）。レジャーをどう捉え

るためにそうなるのだろうか。一方、戦後においても、レジャーとは「気晴らし」して労働力

を再生させることという理解もある３）。後述する通り、一般大衆にとって、余暇は長らく「寝る」

時間やテレビを見る時間でもあったが、1960年代には日本でもレジャーブームが生じた。とは

いえ、1970年代末まで、レジャーは、労働していない「余りの時間」、体力や気力のあまりと

しての余暇と捉えられることもあった。1980年代には、拘束されない自由時間などと自由裁量

の時間と結び付けてレジャーを説明するようにもなった４）。

　経済活動に関わる就労条件が変化し、自由な時間が増えた。そこで、休む、遊ぶ、学ぶほか、

好きなことをする（趣味、運動、その他）など、人々の自由な時間の過ごし方への関心が広がっ
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た。一方、実態として、労働時間が短縮し、自由時間が増加し、その時間をいかに過ごすかと

いう個々人の悩みと、レジャーを新たなビジネス機会とみる企業の企ても出てきた。

　本稿では、余暇の内容に関する２つの着眼点の意味を改めて確かめてみる。第１に、労働や

仕事との対比で見たときのレジャーについて、日本語での意味における余暇とは何か。それ（非

労働時間）は、人が拘束された時間内での課業（労働）の免除を意味しており、労働時間との

線引きで、雇用された人（雇用労働者）にとって自由にできる時間である。ただし、レジャー

を非労働と捉えると、非労働の状態が雇用者には受動的に生まれたという印象を与えるし、そ

れは、労働対余暇（レジャー）の捉え方での残部という性格を持ってしまう。本稿では、そう

ではなく、レジャーとは、非労働時間のうちから生活に欠かせない時間を除いた時間で、自分

が実際に自由にできる時間に限定して、好きなことや「したいこと」をすること、それができ

ることと捉える。

　第２に、レジャーを生活の楽しみとして選択する対象とみる。この捉え方の前提として、人

は、元来、自由にできる時間を求めているという見方がある。生活の楽しみという視点に立つと、

レジャーは、その人の積極的な活動や自発的な取り組みとみることができる。つまり、それは、

気晴らしや休息ではなく、生活や人生の楽しみ、それらに付随する活動の目的としての娯楽や

遊びと同じであり、それは人々が自由にできる時間をどのように過ごすかの選択肢と絡んでい

る。人はレジャーに費やす時間とお金を考慮して、自らの生活を組み立てているとも言える。

（３）大衆余暇社会の到来

　アメリカの雑誌『ライフ』のレジャー特集号（1960年）では、アメリカ社会において、大衆

が自ら自由に使える時間をもち、その時間が増えることに伴う、時間の多様な過ごし方を紹介・

提案している。それは、人々の生活は労働を中心とし、労働以外の時間は次の労働に備えて休

息するという伝統的な時間の過ごし方とは異なり、自由な時間をいかに過ごすかが生活の本当

の楽しみになるという視点であった。たとえば、非労働の状態を日常的生活空間の中での「小

さな」楽しみや自分の趣味（公園散歩、庭仕事、日曜大工など）に使うことに加えて、街中で

の企画イベント（スポーツ、競技、文化活動、遊戯、娯楽的活動など）や他者との交流を楽し

む、山や海などの自然環境の中での活動を楽しむ、さらには、旅行、有料の遊園地等に出かけ

ることなどが紹介されていた。なお、『ライフ』誌の記事では、後述のリクリエーションを含み、

レジャーを日常的娯楽や商業主義的娯楽より広い意味で捉えていた５）。

　日本でも、日高六郎編訳『マス・レジャー論』の訳書が1961年に刊行されるなど、1960年前
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後、娯楽や余暇と並んでレジャーという用語が広まった。だが、当時の日本ではレジャー、レ

ジヤ、レイジャーなど、表現はまちまちな状況だった。日本の官僚らが書いた著書（日本生産

性本部・生産性研究所編［1961］）では、上述の『ライフ』誌の記事内容を日本の将来に当て

はめ、国民の所得増加とともに生活の楽しみとしてのレジャー活動が広い領域に及ぶと予想し、

レジャー活動の産業的規模の広がりと消費行動の変化の可能性を示唆していた。日常的必需品

が充足されたならば、人々は、生活の楽しみや幸福感を求めてレジャーに支出するだろう。そ

れゆえ、レジャー消費が増えることは経済成長を促進するとともに、消費する当人の満足感や

幸せを高めることでもある。そこには消費が増えないと経済は成長しないという論理もあった。

　実際、1960年代の高度成長期の日本では、所得増加に伴うレジャーブームが起こった。それ

は、映画、演劇など「見る」レジャーから、スキー、スケート、ゴルフ、ボウリングなどのス

ポーツ、登山、海水浴、観光旅行、パチンコ、競馬など「する」レジャーへの変化と表現された。

さらに、電鉄会社が大規模遊園地などの産業型遊戯施設を建設し、藤田観光などが観光客向け

のホテル（高級ホテル、観光地旅館）事業を拡充して、旅行の大衆化が進んだ（有沢［1966/1994］

157ページなど）。それらを「レジャー産業」の芽生えや発現と呼ぶ人々がいる６）。こうして、「レ

ジャーの大衆化」がキーワードになっていった（Life［1960］、日高［1961］、霧生［1969］など）。

　同時に、レジャー産業の実態分析（有望性、成長性）も進んだ。本稿でいうレジャー産業と

は、人々が自由時間を充てる対象としての興行的サービスを営利事業として提供する事業群を

指す。たとえば、旅行業、宿泊業、旅客運輸業、娯楽業、観賞用の文化・芸術活動、観戦用ス

ポーツ、飲食業、小売業、サービス業、映画館・ゲーム施設、スキー場・ゴルフ場などの運営

業がある。なお、レジャー活動とともに、レジャー関連製品（製造業）として、外出用衣類、靴、

鞄などの日用品、テレビ、音響映像機器、乗用車、運動機器・器具、野外活動器具、楽器、家

庭用ゲーム機器などの文化・芸術活動ならびに趣味活動を行うための器具・材料を含む場合が

ある７）。レジャー産業は、人々の余暇（時間の過ごし方）にかかわるが、それはレジャー商品

プランを提案し、人々のレジャー活動を「支援」し、料金を受け取る事業である。

　他方、日本政府が1972年に設置した余暇開発センター［1977］では、余暇を生活時間の配分

の仕方と広くとらえ、①日本人の余暇（日常的余暇と長期休暇）に関する行動と意識の実態、

②日本人の趣味・教養、賭・ゲーム・娯楽、鑑賞・観覧・スポーツ、旅行の実態、③日本での

余暇関連産業、余暇消費支出、余暇時間に関する総合的な状況調査の結果（『余暇ハンドブック』

1977年版）を公表している。それによると、余暇活動への期待は、健康の維持、気分転換、生

活のうるおいであり、今後行いたい余暇活動は、海外旅行、スポーツ、宿泊付き国内旅行など
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であった。一方、余暇活動を妨げている条件は、平日の自由時間が少ない、休日が不足してい

る、収入が足りない、長期休暇がない、などであった。（同上書、７，14，15ページ）８）。なお、

ここでの娯楽産業は余暇産業の一部である。

　以上のように、レジャーとレジャー産業を緊密に結びつける点で、企業は余暇関連・興行的

事業の規模的成長性に関心を持った。所得水準の上昇と関連し、商業主義が登場し産業として

のレジャーが拡大したが、「レジャーを消費する」ことは、所得拡大に依存するとともに、レ

ジャーを楽しむことが人々の就労動機ともなった。他方、レジャーまたは余暇は、本来、個人

の楽しみをもたらすさまざまな活動を指し、各自が「したいこと」をする時間に関わる。その

活動は、①趣味、②買い物、飲食、③家族、友人、知人との交流的活動など多様にある。レジャー

または余暇を楽しむ上では、商業的娯楽だけでなく、自己能力向上（教養、趣味、スポーツ、

文化芸術活動）、旅行（団体ではなく、個人規模）、テレビを観てぶらぶらすること、庭仕事、

運動、文化などの趣味も含む。レジャーは産業（商業的娯楽）と結びつかなくてよいと言える

のである。

（４）余暇・レジャー概念についての従来の捉え方

　余暇とレジャーの概念についての従来の捉え方を概観する９）。

　日本の学術専門誌等では、1960年頃から、経済社会論や社会学の領域を中心に、労働と余暇、

余暇と娯楽、生活と余暇、余暇社会など、余暇を多面的に論じ始めていた10）。それは、産業社

会の中での人々の生活と楽しみ、自由な時間の獲得とその時間の使い方、余暇と「遊び」との

関連で検討された。所得水準が向上して生活必需品の充足が進みはじめ、生活必需品以外への

物質的な要求の対象が段階的に広がる中で、人々の生活における楽しみの追求、楽しい時間の

拡充に関わる論点を取り上げる論考が多かった。あるいは、従来からあった「遊び」に関する

捉え方とは異なる視点が広がり、商業主義に基づく娯楽や、自己研鑽のための時間の使い方な

ど、人々が手に入れた時間をどのように使うかを問い直す論考も多数登場した。

　デュマズディエは、余暇の機能を3つに区分して、第１に休息、つまり、疲労回復をあげる。

それは労働を基軸とした見方と対になる。第２に、気晴らし、つまり、退屈から抜け出すこ

と、退屈から逃れること、第３に、自己開発、これは自由な社会活動への参加、（実務的・技

術的訓練以上の）肉体的、感情的、理性的陶治を可能とすること、あるいは、新しい創造的態

度の形成を助けることや自己実現への道を切り開くことと述べている（デュマズディエ［1972］

14-15ページ）。このデュマズディエの定義に従った理解として、レジャー動機には、①自分自
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身の楽しみや娯楽、②教養と能力向上、③自分で選んだ目標とか目的を成し遂げる行為という

理解の仕方がある（法政大学比較経済研究所ほか［1999］52ページ）。

　こうして、余暇とは、第１に、労働に従事してない状態を言うが、それは当人の次の労働に

備えている意味（休息とか安息）が強かった。また、第２に、人が自由に過ごすことができる

時間、ないしは、娯楽、趣味、教養等、生活上の楽しみのための時間という意味がある。この

場合、楽しむために働く（労働する）という解釈と関係することが多い。第３に、余暇の意味

は、仕事の合間に休息する、あるいは「余りの時間」を休むという状況から、仕事を忘れて楽

しむ、へと次第に変化していった。第４に、余暇は、従来、日常的な気晴らしや遊びという意

味も持つ。さらに、第５に、余暇は、自由時間の増加、生活の質的向上、自身の能力向上など

と広がっていく概念となった。余暇は元来、時間に関わる概念であり、時間の過ごし方に関わ

るのである。

　さて、余暇にも、お金を出す場合と出さない場合の両方がある。とくに、商業主義的な働き

かけとしての楽しみやそのプランにお金を出して楽しむ（消費する）ことをレジャーと表現す

る考え方が広がったと思われる。そこでは、遊びと余暇の両者を結びつける商業主義的視点が

強いレジャー産業の実態に基づき、日本における多くの人のレジャー観をも形成した。時間の

過ごし方とレジャーを考える場面に商業主義が入り込み、事業的余暇サービスという領域が拡

大した。人の余暇（時間の過ごし方）を提案するビジネスでは、レジャー商品プランを用意し、

人の計画立案を代行し、支援する。人は事業者の提案したレジャープランに依存する面も増し

ていった。暇つぶしは余暇の一種だろうが、商業主義的視点からみると、それはレジャーでは

ないかもしれない。

　だが、商業主義と無関係に、気晴らし、遊び、趣味との関係など、人々の楽しみなどという

考え方は存在している。レジャーは、「仕事の余りもの」としての余暇ではない（山田［1990］

iiページ）。さらに、レジャーとは、暇つぶし的遊びではなく、レジャー自体が生活の目標とな

りうるという見解もある（日本長期信用銀行・北原［1999］）。

（５）余暇と金銭的支出（消費）

　レジャー内容の質的序列が話題に上るけれども、金銭支出の有無や多寡の話題も出てくる。

上述した1961年の本（日本生産性本部［1961］）では、国民の楽しみとともに、産業的見込み

をアピールしていた。実態としても、日常的な生活物資が充足し、1970年頃以降、耐久消費財

を順次買い求めると同時に、生活の楽しみも射程に入ってきて、生活の目的としてのレジャー
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観が広まっていった。

　第１の形態は、「日常的」余暇活動だが、必ずしも金銭的支出を伴わないものが多い。仕事

の合間の「余った時間」、「余りの時間」に休む。その典型は休息・気晴らしであり、たとえば、

テレビを見る、テレビを見ながら寝る。余暇や遊戯、休息、娯楽、他人との交流、散歩、庭仕

事などを例示できる。他方、「仕事を忘れて楽しむ」という側面もある。それは楽しみ追求型で、

事業・産業としての余暇に関連し、「商業主義的」余暇活動として、金銭的支出を伴うものを含む。

飲食をする。買い物をする。ハイキングをする。友人と交流する。スポーツを見る。スポーツ・

運動を行う。音楽コンサートを聴く。ミュージアムに行く。

　第２の形態は日帰りや宿泊付きで旅行に行く。リゾート地に行き自由な時間を一定期間過ご

す（バカンス、避暑を含む）。それは「非日常」としての余暇ともいえる。日常的生活費用よ

り多額の金銭的支出を伴う楽しみ方である。日帰り旅行でも、文化行楽（観光）、娯楽興行（見

るから、行う、参加へ）、レジャーランドに行くことも出てきた。生活必需品からそれ以外へ、

物からサービスへと金銭的消費の対象が変化した11）。産業推進やビジネスの視点からは、消費

拡大の対象に関心が向く。

　第３の形態は、生活向上・自己投資型、教養・学習の自己研鑽型の増加である。余暇・文化

活動と表現するとき、趣味娯楽は芸術・文化、教養娯楽の一部として位置付けられることが多

い。それは大衆の楽しみであり、くつろぐ、遊び、趣味・娯楽は日々の楽しみである12）。また、

見聞を広めることは人間の素養を高めるものという理解もある。このように、分類的に言えば、

余暇・文化活動を通じたサービスの質的変化が考えられる。

　レジャーそのものは各人が自由に選ぶことである。とはいえ、①産業と強く関連する形態（そ

こでは、レジャーの都度、支出を要する）と、②産業とさほど関連しない形態か、産業とまっ

たく関連しない形態があるだろう（ウオーキングや庭仕事などの例では、靴や道具など、初期

にだけ支出を要する）。③余暇関連産業でも、映画、音楽、放送、出版、ゲーム、舞台芸術、

その他と、産業的まとまりで捉えることも多い。レジャー産業とは、人の余暇（時間の過ごし

方）を「支援・提案」するビジネスでもある。
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２．「労働対余暇」という理解

（１）所得収入水準と労働時間の選択

　行為選択理論としての経済学において、労働（labor）と余暇（leisure）は長らく二者択一

的関係にある概念だった。生産活動とそれ以外という文脈で、経済学では、余暇（leisure）を「労

働しない状態」として捉えてきた。人々は生活に必要な収入を得るために働く、金銭的に豊か

になるために働く。労働する（働く）ほど、所得収入が増え、買いたいものや欲しいものを購

入できるため、所得水準が低い段階では、長時間でも働く。働くことを通じて、金銭面・物質

面での豊かさの実感が高まる。他方、一定水準以上の所得になると、一部の人々は非労働を指

向する。非労働時間（自由時間）の欲求が増してくる。

　労働と余暇を対概念として説明することが、労働経済学における、個々人の労働供給に関す

る標準的な説明である。筆者が理解している限り、労働と余暇（非労働）の選択関係を、今日

の経済学と同じ形式で最初に説明したのはナイト［1920］である。たとえば、賃金収入と仕事

（労働時間）・仕事以外への時間の使い方との間で、賃金率が高くなるほど、より少ない労働時

間で、より多くの収入を稼ぐように、人は自分の時間を割り振る（配分する）と論じ、所得を

犠牲にしてでも余暇を選好・獲得する例をナイトは示した（Knight［1920］p.117）。ロビンズ

は、ナイトの説明に基づき、余暇の実質所得価格を考えた（Robbins［1930］p.127）。ロビン

ズの考えをもとに、ヒックスは『賃金の理論』1932年で、労働者は提示された賃金水準を見て

自分の労働時間を削減しうると、個々人の労働供給の状況を説明した（Hicks［1932/1963］p.98、

訳書90ページ）。そして、ダグラスは、労働供給はお金と余暇を比較する曲線の形状に依存す

ると述べた。お金とは、金（所得）で買うことができるすべてのものを指し、余暇とは非金銭

的なことのすべてで、時間を労働以外のことに使う状況を指す（Douglas［1934］p.295）。

　図１には、労働経済学でいう個々人の労働供給の状況を示している。労働者は賃金が低い間

は提示される賃金の上昇とともに労働時間を増やすが、賃金または所得がある水準を越えると、

労働時間を減らすと説明する。

　ただし、労働者が自由に就労時間を決定・選択できるのは必ずしも通常の雇用契約の形態で

はないと思われるので、図１の縦軸を時間給の賃金水準ではなく、年収や月収などの所得水準

で見た方が理解しやすい。また、図の横軸の労働時間についても、俸給（salary）ベースのフ

ルタイム労働者は、追加労働である所定外労働（残業、休日勤務など）を拒むことができる程

度の裁量しかもたない。純粋な意味で、労働時間を選択できる職種や働き方は、時間単位で仕
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事を決定する職業に就く人である。工場労働を含め、（提示された）時々の賃金または所得の

水準を見て、自らの労働時間を調整・削減できるのは、日雇い労働者や週単位契約の労働者、パー

トタイム労働者やフリーランス、自営業者などに限定されるだろう。

　とはいえ、一定水準以上の収入がある人にとっては、自分の時間を労働以外に充てたいので、

非労働を優先する。その時間を、自分が好きなことをする時間に充てることによって自分自身

の満足度を高める。労働経済学では、このとき、その人の満足度を優先した結果、レジャー時

間を選好したと表現する。さらに、自分でもできることの一部を、お金を払ってでも人に任せ

る意向が強くなる13）。自由時間を欲するために、機会費用を重視し、自分の手間や面倒を省き、

自分の自由になる時間を選択・確保する。それは自分でもできることを他者に委託する状況で

ある。これが労働供給の姿勢とも関係してくる。

（２）所得水準の上昇と余暇（自由時間）

　労働経済学では、労働と非労働（余暇）の選択と大別し、労働（勤労）と余暇（仕事の余り）

は長らく二者択一的関係を示す「対」概念だった。1960年頃まで、アメリカでも、余暇・自由

時間をもつことができるのは、特権階級だけだという考え方が残っていた（Life［1960］）。労

働していない時間、つまり、「非労働」時間を余暇とみる理解は現在でも続いている。余暇と

しての「非労働」または「働いていない状態」をどのように捉えることが適切だろうか。「働

図１　賃金（所得）水準と労働時間の選択
出所）Samuelson［1955］p.535を参考にして、筆者作成。
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いていない状態」の中での自由にできる時間を理解する際、非労働時間も生活基盤のための時

間とそれ以外の自由時間に分かれる。余暇は自由時間の理解と結びつき、余暇の過ごし方、自

由な時間の配分の仕方を検討する話に至る。自由時間は、広義では誰からも拘束されない時間

だろうが、労働時間以外でも、心理的に組織の課題に拘束されているか自己拘束しているなど

という「見かけ上の非拘束」とそれらと切り離された真の非拘束があるかもしれない。労働の

内容と当人の意思との関係という観点から見ると、労働内容・労働時間・労働形態を他人から

指示される（自分で選択できない）労働業務や時間（帯）等の状態と、自分の希望する（やり

たい）業務と仕事の満足感、時間（帯）の状態との差も出てくるだろう。

　労働時間の短縮が労働力再生産のための休暇・休息である限り、休息、気晴らしは労働の疲

れをいやす、明日の労働のためだった（労働中心の生活）。労働時間短縮は目的としての余暇

というより休息拡大の意味に近かった。就労の苦痛（労苦）には被雇用形態での労働の肉体的・

精神的疲労がありうる。事業の不安定と収入の不安定もある。

　歴史的に見ると、長時間労働という実態があり、労働時間の短縮の結果として自由時間が生

まれた。また、労働と自由時間の選択という点で、時間拘束の側面から、非労働を余暇とみる

見解が当時、あった14）。個人間の差はあるが、所得収入や保有資産の水準が高まると、労働の

必要性や誘因が減退した。歴史的に概観すれば、生活水準の向上を目指して、余力がある限り、

目いっぱい働く形と体力回復型休息から、余暇、休日の楽しみとレジャー感の芽生えへとつな

がった。労働日数や労働時間の短縮に伴い、一時的休暇と呼ぶ（以上の）自由時間を持つにい

たった。それは、生活の（食べていく）ための労働という状況以外の姿と言える。労働力の再

生産のための体力回復・体力温存型休暇や、休養という状況ではなく、自由時間の積極的な選

択が可能となった。

　つまり、一定水準の所得を手にした後の段階では、自分が好きなことや「したいこと」がで

きるという状況になった。働くことと楽しむことの関係、お金と時間の使い道と満足度、生活

の豊かさ、幸福感、という要因を結びつけた見解が多くなる。一方、所得収入や保有資産が一

定水準以上あっても、労働誘因は減退せず、熱心に働く人もいる。働くことを美徳や目的とす

る人も存在する。さらには、本質的に、「遊ぶ」ことが好きで、所得収入や保有資産の水準と

は無関係に、遊びたい人もいる。



労働・余暇・自由時間の関係とレジャー概念に関する一考察

−　 −11

３．遊びと仕事と余暇

（１）労働・余暇の呪縛的対立からの解放

　経済学に限られることなく、労働対余暇という伝統的・古典的な理解がある。たしかに、歴

史的に長時間労働という実態があった当時、労働しない状態は余暇というより休息に過ぎな

かったのかもしれない。労働の強制や拘束が解かれただけの、非自発的に生じた非労働時間で

しかなく、長時間労働を前提とする生活様式（ワークスタイル）が標準だった。その後、労働

日数の短縮や労働時間の短縮など、労働の状況が変わるにつれ自由時間が生まれ、自由時間が

増加した。平均所得水準の向上に伴い、自由時間への要求も出てきた。

　そこで、人々が手にした自由時間をいかに過ごすかに話題が移った。つまり、余暇と自由時

間のとらえ方は、労働と余暇の二項対立から、自由時間の過ごし方など、（自由）時間配分論

へと変化し、仕事の余りものとしてのレジャー（余暇論）ではない方向に進んだ側面もある15）。

特権階級にとっての余暇・自由時間という、アリストテレスやヴェブレンなどが理解した品行

が悪い金持ち階層の振る舞いではなく、また、労働者の体力回復に限られることなく、労働者

にとっての自由時間の使い方に関する新たな捉え方や、余暇の実状を反映した解釈や余暇（レ

ジャー）の再定義を検討することに結びついていった。労働時間の選択と非労働時間の使い方

という点では、後年、言うところのワークライフバランスという考え方が個人の選択として登

場したともいえる16）。

（２）社会学における仕事・労働、余暇と遊びの理解

　社会学は、社会の仕組みや構造と社会の矛盾、また、社会現象としての人の行動や組織の行

動、そして娯楽や遊びまでも論じるなど、射程が広い。それは社会における人々の振る舞いな

どに着眼するが、経済学とは相当に異なる視点からの検討内容も多い。

　強制された労働と、「強制的に与えられた余暇」では、時間をどのように過ごすかが、1950

年代のアメリカの労働者にとっても悩ましい側面だった。アメリカ人はレジャーに対処するた

めの教育を受けておらず、次々と提供される新しい欲望を消化する能力が貧困だという意見さ

えある（リースマン［1968］62ページ、上段）17）。戦前と比較した豊穣の中での自由な時間の

過ごし方や、消費優先の大衆にとって、自由な時間を持ったことの意味が検討された。

　就労の形態は自営と被雇用に分かれ、被雇用形態での労働とは、報酬を受け取る代わりに、

他人から指示された業務を行うことである。被雇用の立場においても、仕事（job）は、各人
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が自発的、能動的に行う業務であり、仕事は主体的就労とみなされることもあるが、労働（labor）

は骨折り業務とも言われる。また、就労の目的は生活の資金（糧）を得るためであると同時に、

業務的な達成感、他者に認められる（評価される）喜びをえることなど、就労の喜びのためで

もあるとも解釈されている。

　一方、ホイジンガは、仕事のように他人から命令されているわけでもなく、生活の中の自由

時間に利益度外視で、「それ自体だけで完結する一時的行為」（ホイジンガ［1974］24ページ）

を遊びと捉え、その行為自体が当人の充実感をもたらすこと、よって、「陶酔を覚えるほどの

打ち込みようで行われることもある」（同、23ページ）行為と表現した。遊びとは、それ自体

を目的として、当人の自発的な欲求に基づいた行動・活動を指した。遊びに対して、人はお金

をさほど惜しまない。「時間の使い方」による解釈も可能で、熱中、没頭という側面も欠かせ

ないと論じた。一方、ホイジンガはプラトンを引いて、「戦争の中には遊びもないが、最も真

面目なものとみなされる教養のたぐいもある。各人は平和な生活をこそできるだけ立派にやり

遂げねばならない」（同、40ページ）と言及した。

　社会学全般では、遊びや娯楽と仕事（働くということ）との関係を従来から幅広く検討して

きた18）。社会学では、娯楽といっても金を出す、金を出さないという形態にこだわらないため、

娯楽と遊びは必ずしも労働や産業活動に関係するとは限らない19）。一方、仕事を嫌い、余暇を

追求するのは一定の知識や趣味を持つ人であり、一般大衆には自由な時間を持て余す人が多

く、仕事内容が好きではなくても仕事をしていないと落ち着かない人が多いという見解もあっ

た（リースマン［1961］）。これらの人々にとって、仕事や労働と余暇または人の喜びとは対立

関係ではなくなる。人々の生活上の達成感、満足感、喜びを考えるためには、就労者か非就労

者かを確かめつつ、所得水準に応じた状況や、仕事と余暇の内容とその背景や位置づけを確か

めることが重要となる。

４．労働時間と非労働時間と自由時間

（１）非労働時間・自由時間の使い方

　余暇は非労働時間（非拘束時間）である。非労働時間は広義の自由時間だが、睡眠・入浴・

排泄の時間、家事と身の回りを整理する時間など生理的・生活必需的行為に費やされる時間を

除外した時間が、当人にとって実際の「自由となる時間」である。次の労働を念頭に置いた休
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息の時間と、生理的・生活必需的行為を除く非労働時間が自由に選択できる時間であり、使い

道を特定されない自由時間である。この自由にできる非労働時間が余暇（レジャー）に充当で

きる時間である。

　この意味での余暇は自ら主体的に過ごすことができる時間であり、人々は選択可能な自由を

えた。この強要されない自由時間（非拘束時間）をいかに過ごすか。実労働時間短縮に伴う非

労働時間の増加は、労働者に対して自由となる時間の使い方を再考させた。多くの日本人にとっ

て、遊び方や時間の過ごし方は未熟のままだった。余暇は暇（ひま）、余った時間であり、（自

由）時間を持て余す人もいた20）。

　各種文献における自由時間の使い方には、①日曜大工、趣味、自身が行うスポーツ、文化活

動、②家族との団らん、くつろぎ、③自発的行為として、新聞・雑誌・本を読む、テレビを見

ることのほか、学習する、教養を身に着ける、他人との交流、その他、地域社会における義務

的行為がある。

（２）日本の余暇と制度的側面

　総労働時間について、日本人は働きすぎという批判が強かった。日本の一人当たり平均年間

総実労働時間は、1955年2356時間、1960年2426時間、1965年2312時間、1970年2239時間、1975

年2077時間、1980年2104時間、1985年2112時間と推移した21）。また、別の資料では、その後、

日本の平均労働時間は、1980年2162時間から、2014年1729時間まで短縮した。一人当たり平均

年間総実労働時間を国際比較してみる。図２から、日本の総実労働時間は経年的に長かったが、

1993年にアメリカの総実労働時間がそれを上回り、その状態で推移している。なお、日本では

各年に200時間から150時間の所定外労働時間を含んでいる（1960年の所定外労働時間は、残業

や早出、休日出勤などで、260時間）。

　戦後日本では、1948年、年間で９日の祝日（元旦を含む）が制定され、1966年、敬老の日、

体育の日、建国記念日が追加された後、働き過ぎ批判への対応として、国民一斉の非労働日数

の増加を意図して、祝日を増やした。2023年12月現在での祝日数は16日と他国より多い。また、

1970年代後半に週休２日制が導入され、1990年以降には広く普及・浸透した。だが、労働時間

が減少し非労働時間が増加した結果、自由時間（非拘束時間）をいかに過ごすかを考えること

が増えた。

　日本での休日の楽しみ方は、気晴らしの遊びやテレビを観るなどぶらぶら過ごす、商業的娯

楽、自己能力向上（教養、趣味、スポーツ、文化芸術活動）、旅行（団体と個人規模）、各種娯
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楽や「日帰り」レベルのレジャーを楽しむことにつながることが多い。趣味には庭仕事、運動、

文化活動も含む。夏休み休暇など、まとまった休日の過ごし方では、宿泊を伴う旅行あるいは

自宅や別荘等で自由に過ごすなど計画的・定期的な楽しみ方があるだろう。だが、それは主流

とは言えない。細切れの自由時間が支配的であることと、まとまった休日を取得しにくい職場

が多いことが報告されている22）。

　統計上、日本の非勤務総日数は増えたが、残業時間は必要悪のごとく継続しており、また、

男子就労者の有給休暇取得日数が増加しない実態もある。就労者の意識についてと、人の生活

様式に関わる再検討も必要である。

（３）労働と結びつく時間、労働と関係がない時間

　人が働くのは、収入を得るためか、生きがいを感じ、達成感を味わい、自己実現を実感する

ためか。また、「その日は仕事をしている」（ので時間を工面できない）という表現は、他人と

の会話を打ち切る強力な言葉である。あるいは、仕事をすること自体が喜びや人生の目的となっ

図２　一人当たり平均年間総実労働時間
注）数値は就業者ではなく、製造業・雇用者（生産労働者）についての値で、所定外労働時間
を含む。
　平成21年度までは、厚生労働省担当課の推定値。平成22年版からOECD, Employment Outlook
等に基づく値。
出所）労働省労働基準局賃金時間部労働時間課『労働時間白書』158ページ、『労働統計要覧』
1998年度, 平成13, 18, 22, 29年度、労働政策研究・研修機構『データブック　国際労働比較』
2019、244ページから、筆者作成。
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ている人、仕事をすることが当人にとって最大の生きる目的という人、労働することが生きが

いであり、自分の満足度を高める源泉で、就労に関わる自己成長・自己実現のため、仕事に人

生の楽しみを見出す人もいる。他方で、獲得したお金をいかに使うか。日常はきわめて多忙に

働いて、非日常時には、豪華に遊びたい人もいる。多額の資金を稼いで、高額な消費生活を送

りたい人がいる一方、生活資金を獲得できれば、それ以上多額のお金の獲得を求めない人もい

る（一定の資産を持っている人だけではなく、就労や仕事とは違う「やりたいこと」を持って

いる人が存在する）。

　日常会話の中で「退職して時間ができたら、旅行に行きたい」などと聞くこともある。仕事

を辞めて（定年等で退職して）自由になれば余暇を楽しむという見解の背景として、就労年齢

層の人の中には、就労期に４〜５日間程度のまとまった自由時間を持てないことを示唆する。

だが、男子の有給休暇取得日数は少ないままであり、有給休暇消化率などの課題は現在も残っ

ている23）。まとまった時間をもてないのか、時間を作ることができても、積極的に取得・活用

しない側面がある。さらに、まとまった自由時間に何をしてよいかわかっていないのか、その

ような日本の現実の一側面が少なからず、ある。「後ろめたさをもってのレジャー」という表

現さえ出てくる（山田［1990］34ページ）。

　遊ぶために働くという見解もある。「時間とお金があれば」は、「時間とお金がなければ」「楽

しめない」となるのだろうか。他方、遊びたい人は、隙間時間を見つけて「いつでも」遊び、

楽しんでいる。遊びたい人にとっては、隙間時間でも、つかの間を楽しむこと（娯楽）は可能

であろう。所得と無関係に、「遊ぶ」「楽しむ」人もいる。つかの間を楽しむのも、まとまった

時間を楽しむのもレジャーである。

（４）自由な時間の過ごし方

　自由な時間とは、当人が何をするかを自ら選ぶことができ、自由に過ごす時間があること、

本来、「したいこと」を行う、「好きなことに打ち込める時間」である。「したいこと」が明確

である人は、その人の優先順位に基づき、自由な時間の中で「したいこと」をしていくだろう。「し

たいこと」に多くの時間を費やしたい人は、時間を工面することが関心事となるかもしれない。

自由な時間の過ごし方として、たとえば、趣味などに時間を配分する形や、特定のことに限定

せず、その時々を楽しむ形、可能な限り、いろいろなことを体験する形などがある。好きなこ

とに没頭できる時間を可能な限り長く確保しようとする人にとっては、まとまった休日の過ご

し方を考え、さらには、好きなことが日常と結びつくように、住む場所、一日の中での自由時
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間の確保など生活様式と結び付けてくるかもしれない。自由時間の配分と過ごし方を突き詰め

て考えると、生き方（人生）にたどり着く。「好きなことに打ち込める時間」をもつという観点は、

今や、有閑階級に限られた話ではない。

　概して言えば、若いときには時間はあっても、お金（余裕資金）が少ない。年を重ねるにつ

れて、金（可処分所得または裁量的資金）は増えるが、その時間感覚は人により異なるかもし

れない。また、お金を多く使わないで楽しむ方法もあるが、多くの人は楽しい時間を過ごすこ

とや趣味的活動に対してお金をさほど惜しまないだろう。一部の人は物質面での要求として収

入、生活、支出にこだわり、別の人は自分が自由にできる時間、自然、健康、体験価値などを

求めているかもしれない。

　表１−１には、「したいこと」と「すべきこと」がある人とない人の状況を示した。多くの

人にとって、「すべきこと」の典型は仕事や家事（業務）であろうが、「食べるために、生活の

ために仕方なく」労働する限り、労働・仕事は手段の性格が強い。一方、労働・仕事とは別に

自らの楽しみの要因を持ち、好きなことに打ち込むことで、その時々の時間を楽しく過ごして

いる人や、自分の生活や人生を楽しく充実するために働く人もいる。労働や学習など「すべき

表１　業務と余暇・レジャーと自由時間

1-１　「したいこと」「すべきこと」がある人、ない人が自由時間をもつ場合
「すべきこと」がある人

「したいこと」がある

「したいこと」が
特段ない

「すべきこと」を済ませ、残りは自
分の関心事をする
強制か自発的か、「すべきこと」を
する（働くのみ）

関心事を楽しむ

暇と退屈の予備軍

「すべきこと」を持たない人

1-2　「したいこと」がある人のうち、時間とお金の有無の場合
お金がある

時間がある
時間がない

お金がない
①
③

②
④

1-3　「したいこと」がある人、ない人と、時間とお金の有無の場合
「したいこと」がある人

時間と金はある

時間と金がない

「したいこと」を持たない人
順次、実行

計画だけは考えるかも

暇と退屈
　「すべきこと」をするか、
特段、何もしないか

出所）筆者作成
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こと（業務）」を主に他者に決められ他者から強要される場合でも、「すべきこと」を自分の関

心事と重ねる人や、自ら設定した自己目標の実現に邁進する人にとって、生活を自制し、「す

べきこと」を行う側面が強い。とくに、「したいこと」と「すべきこと（業務）」が一致する労

働指向の人や、仕事が生きがいという人は、生活の楽しみや喜びの評価基準を仕事・労働に置

き、仕事に没頭することで満足しているかもしれない。そのような人にとって、「したいこと」

は仕事であり、労働すること自体が喜びとなっている。自発的に労働する人にとって仕事は強

制された役務でも苦痛でもない。仕事の達成が満足感を生み、仕事での目的達成と自己実現の

基準は同一次元であると言える。非労働という形での余暇・レジャーが価値をもつ割合は少な

く、優先度も低いかもしれない。

　「したいこと」がある人の中でも、自由にできる時間とお金がある人とない人の関係は、表

１−２のようになるだろう。表１−２から、枠①では、時間とお金があるので、「したいこと」

をする人、枠②では、お金はないが、時間があるので、可能な範囲で「したいこと」をする。

枠③では、お金はあるので、時間を見つけることができれば「したいこと」をすると言うが、

忙しい（時間がない）のでできないと言う人である。枠④では、時間やお金がないので「した

いこと」をできない人と、時間やお金がなくても「したいこと」をする人がいるだろう。表１

−２から、「したいこと」があってもできない要因や関連する状況を確認した。

　他方、表１−３には、「したいこと」がある人とない人の違いを想定した組み合わせを示した。

表１−３で、働くことと自分がなすべきことを一致させている人（自発的に労働する人）の中

で、仕事（業務）以外に「すべきこと」や「したいこと」を持たない人が退職すると、当人に

とっての「すべきこと」の中核要素（労働）が消失する。そのような人は、時間とお金があっ

ても、休息の域を越えて、暇と退屈の状態となる可能性が高い24）。ここでいう暇とは「やること」

がなく、時間を持て余すことを言い、退屈とは「現状や眼前の事柄に興味を感じない。現状は

面白くない。楽しくない」という感情を持つ人に対応する。「したいこと」があり、「したいこ

と」ができている人にとって、自由な時間は、仕事の上でも仕事以外の面でも、「したいこと」

をできる時間であり、「好きなことに打ち込める状況」なので、自分の望む生活を幾分かでも

実現できているだろう。他方、日常的な関心事や楽しみ、喜びに関する当人の基準を（当人が）

必ずしも明確に保有・意識しておらず、外部者からの指示や提案に身をゆだねる受け身の姿勢

の人もいるだろう。さらには、自分が「したいこと」や「なすべきこと」の自覚や意識を積極

的には持たない人もいるかもしれない（ここでの「なすべきこと」には家事や食品等の買い物

を含めない）。金と時間はあるが、何をしたいかの自覚（こだわり意識）や強い願望がない人
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もいる。または、何かを行うきっかけを他人や組織に委ねている人もいるだろう。

　ところで、「したいこと」がある人や「したいこと」がない人というときの「したいこと」

とは何だろうか。「したいこと」は、特定の活動内容や特別に難しいことである必要はない。

余暇・レジャーとして、趣味、スポーツ、健康増進、教養・能力向上、文化活動、他人との交

流、買い物・飲食をあげることが多いが、しかし、「したいこと」がない人は、それらを手掛

けたとしても、早晩、暇と退屈に至ると思われる。自由な時間があったとしても、その時間が

この種の人たちの喜びに結び付くとは限らないのである。

　こうして、日々の生活時間のなかで、自ら「したいこと」に対して積極的な気持ちをもち、

「したいこと」を生活の中心にしようとしている人と「したいこと」をもっていない人に分け

ることもレジャーの根源を理解するうえで重要である。「したいこと」がない人は、自由時間

の過ごし方をしっかりと考えていないか、当人が判断しかねている。非就労者で、「したいこと」

がない人の場合、時間はあっても、誰かに誘ってほしい、あるいは、家でテレビを（目的もな

く）見ているだけという状況が出てくる。その種の人は、レジャーの選択に限らず、ライフイ

ベントも時間の使い方も人並みの基準で行ってきたことになるのだろうか。

（５）余暇と自由時間の過ごし方と暮らし方・生き方

　労働と余暇を区分したとき、労働以外の非労働に分類された時間のうち、生活必需的な時間

を除いた、個人の自由時間の使い方として、運動、文化・芸術、創作、学習・教養修得活動、

体力回復、自己実現などの時間が出てくる。個人的な楽しみを追求することやそれを享受する

こと（それは豊かな生活の一部）をレジャーと捉えたとしても、レジャーの拡充が生活者の目

標となるかどうかは、個人間で差がある。とはいえ、時間の過ごし方（時消費）は、本来、個々

人がもっとも楽しい、有意義な時間を過ごすためのものである。それは好きなことに打ち込め

る時間を過ごすことに由来する。

　さて、日本におけるレジャー活動は、個々人が積極的に楽しむことを目的とする形で進展し

てきたが、企業が提供・提案する商業主義の中での選択肢を選ぶという形態や性格も強まった。

商品としてのレジャープランの提供があり、多くの日本人は、標準的な生活様式としてそれを

受け入れ、余暇の過ごし方として、金銭を払いつつ楽しむ形態に向かい、レジャーの対象を選

択してきた。その結果として、余暇関連産業またはレジャー産業の拡大を見た。それは、金銭

的支出を必要とする産業的余暇であり、企業はレジャーの具体的構成内容とその定期的変化、

余暇関連事業の規模に関心を持つ。さまざまな魅力的興行（アトラクション）やイベント的な
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新体験は、関心を持つ人々にとって新たな楽しみとなる。この文脈において、自由時間をもつ

ことは消費拡大の要因となるかもしれない。

　就労している人にとっても、「とにかく働く」から「楽しい生活のために働く」と新しい動

機付けが生まれる。就労でえた所得から消費する。消費するためにいっそう就労する。こうし

て、他者と同じ生活様式を求める人々がいる一方、自分だけの時間の使い方を追求する人もい

る。それぞれが、自分が自由にできる時間を増やし、それぞれが、その人の生活の質や満足度

を決めている。

　一方、レジャーに時間やお金をさほど配分しない人もいる。余暇・レジャーに、元来、金銭

消費を伴う必要は必ずしもないとも言える。お金を多く使わないで楽しむ方法もある。さらに、

個人的な生活目標や、自分の時間の過ごし方を優先する生活には、レジャーと呼ぶ必要はない

側面も出てくる。「生活の楽しみ」のための自由時間（生活中心の視点）を過ごす。それは労

働と無関係の自由な時間を過ごすことができるワークライフバランスを含む私生活である。こ

のバランスのとり方は、時間の配分を基本とするが、精神的なバランスも含んでいるだろう。

労働と余暇・レジャーの文脈を突き詰めて考えると、勤労観、生活観、生き方（人生観）など

にたどり着くと思われるのである。

６．国の政策としての「余暇開発」

（１）労働時間短縮と余暇

　第４節で述べたとおり、日本人（男性就労者）の働きすぎに対する各国からの批判が強かっ

た。過労死は論外だとしても、そのような批判に対して生活時間を拡充するための政府の見直

し議論の中で、国策として、労働時間の短縮が進められた25）。

　労働時間と政策的視点との関係を振り返ると、第１に、労働時間や労働日数を削減し、第２

に、休日（祝日）を増加し、週休２日制の導入と普及を推進した。形式上、自由にできる時間

や、時間的ゆとりが生まれた。第３に、結果として生じた自由時間の過ごし方や日々の細切れ

に余った時間の使い方など、生活時間を享受するための政策的な働きかけが実施された26）。自

由時間（選択の幅）が拡大し、遊ぶことや好きなことに没頭できるようになった。とはいえ、

日本人男性の多くは休みの取り方だけでなく、休み方も未熟だった。その点も考慮され、余暇

開発政策が検討された。
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　1972年、通産省管轄の公益法人として設立された余暇開発センターは、余暇に関わる基本的

実態の調査や各種提言を行った。労働時間、所得水準、金銭的ゆとり、人の好奇心、時間の過

ごし方などを調査・分析して27）、政策に沿った課題を検討し、概説的報告書を刊行しつつ、働

きすぎ改革、遊び下手に関連する政策的提言を行った28）。

（２）豊かさ・ゆとりと余暇

　総理府・内閣府は毎年、豊かさ調査を行っていたが、1977年の豊かさ調査で、物的豊かさか

ら、心の豊かさへと人々が重視する主要因が逆転した29）。日本では、それまで生活の豊かさは

金銭的豊かさや物的な豊かさとして身の回り品や住宅やサービスを求めていた。だが、それは

ある程度の飽和感に達した。心の豊かさや精神的豊かさは、趣味、教養、娯楽などに従事する

ことで得られるかもしれない。お金で買えない要素を伴う。

　1980年、大平首相の提唱に基づき、生活の豊かさに関する「家庭基盤の充実」、「田園都市国

家構想」、「文化の時代」を柱とする政策提案を行った。1986年、「美感遊創」が提案され、美しさ、

感性、楽しい遊び、創造性の例示として、ファッション、芸術、テーマパーク、アニメを打ち

出した。こうして、1980年代以降は、余暇に加えて、生活の豊かさが検討された。とくに、生

活の質的向上、文化的に豊かな生活空間がうたわれた。楽しい時間、充実した時間が大切とな

る。ならば、自分が好きなことに自由に取り組むことができるように自由な時間を求める。そ

れは、産業という概念と直接には結びつかないかもしれないことも示唆された。

　さらに、バブル経済期である1987年には、総合保養地整備法（リゾート法）が成立した。バ

ブル経済の異常な時期だったとはいえ、人々のニーズも不確かなまま、リゾートがある生活を

奨励した地域開発政策として、全国各地にリゾート拠点の建設を促進した。それは、長期休暇

の拠点として、バカンスや施設型リゾートを全国民に推奨しようとするレジャーにかかわる政

策的意図の反映であった。地域開発型のリゾート拠点建設を地域産業政策や内需拡大政策と捉

えることもできる。バブル期でお金の動きも大胆になっていたが、ほぼすべてのリゾート計画

は失敗し、多額の赤字を抱えた地方自治体も出た。

　1991年には通商産業省が「ゆとり社会」を提言した。提言内容はバブル期のさなかに検討さ

れたと推測できるが、バブル経済崩壊に伴う社会的変容が進む1990年代には、真の豊かさを実

感できるよう、生活のゆとり、生活時間のゆとりが検討課題となった。ここでの「ゆとり」と

は「心身に余裕や落着きが感じられ、精神的に余裕のある心の豊かさ」を指す。生活の「ゆとり」

は、経済的ゆとり（所得）、時間的ゆとり（自由時間）、空間的ゆとり（住居）、および、精神
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的充実度からなるとみた（通商産業省産業政策局編［1991］4-5ページ）。生活のゆとりをお金

と時間でみることは、かなり即物的視点かもしれないが、所得収入（お金）があると、消費（購

入）して、物的豊かさやそれに伴う満足感が高まるとともに、お金にゆとりがあれば、心の豊

かさも増進されやすい側面があるという一連の考え方であろう。

　翌1992年６月には、「生活大国５か年計画」が出された。そこでは、年間労働時間短縮、土地・

住宅対策などを課題とし、充実した自由時間や生活の豊かさの実感についても検討していた。

その後、1999年には、余暇開発センター編『時間とは幸せとは：自由時間政策ビジョン』が出

版され、2000年には、自由時間政策が提案された。そこでは、①労働の中の自由度、遊び、生

き甲斐、②余暇のなかの「くつろぎのなさ」の未充足が指摘され、逆に、豊かさの実現、実感、

幸せの追求へ、という課題が示された。

　こうして、生活の豊かさ、生活のゆとり、自由時間、幸せという生活の中心をなすキーワー

ドを題した余暇関連政策が1980年から2000年まで連続して提唱・実施されてきたのである。

７．考察

（１）生活の充実感とレジャー

　人々の生活が豊かになることは、 （最低限の）物資が量的に充足される生活基盤保障のレベ

ルにとどまらず、生活内容が質的に向上し、充実していると当人が実感することであろう。お

金のゆとりは、心のゆとりに結び着きやすい側面がある。たしかに、一定水準の所得が得られ

ている限り、自由な時間を多くもつ方が、人の楽しみは大きくなると言えるだろうが、「した

いこと」を持っていないならば、自由時間があっても、真の楽しみには結び付かない側面もわ

かった。お金や時間があることと余暇・レジャーを楽しむこととは次元が異なることも示唆さ

れた。

　趣味、運動、学習などに関わり、当人が自ら定めた何らかの計画性や基準・方針に沿って時

間を使い満足感を得ることもあるし、特段の計画もなく気の向くままに楽しい時間を過ごすこ

とも、レジャーだと考えてよいだろう。反面、趣味や学習意欲など、当人が「したいこと」（な

にがしかの関心事や課題・テーマ）を持っていない人、他者との交流に興味を見いだせず喜び

を抱かない人、テレビやインターネットを受け身的に見るだけの人（無造作に刹那的に見てい

ても、それらを心からは楽しめない人）にとって、それは「暇と退屈」の時間に転じてしまう。
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それは、他者から与えられた（強いられた）業務を綿々とこなしてきた仕事一途の人（被雇用

者）が退職した後の状況に典型例を見出すことができると思われる。また、「したいこと」を

自分の基準で明確に表現する人もいれば、商業主義的情報を指針としている人もいる。しかし、

言うまでもなく、レジャーは、企業が事業として企画し提供する「楽しい時間」の過ごし方プ

ランに限定されるわけではない。

　また、人が充実した時間を過ごすというとき、「したいこと」をしているという基準以外に、

「すべきこと」をしているという基準が入り込む。すると、自分個人の非労働的要素の他に、

社会や他人が自分に求める「労働（業務、仕事）」的役割などが新たな自己評価基準として登

場してくる。当人が自己に課す要因や自ら求める要因がどれほど「満たされている」かによっ

て充足感が決まってくる。当人が「したいこと」をできている時や、「なすべきこと」を成し

遂げている時に達成感、満足感、納得感をえているだろう。それは自己実現の喜びを感じる状

況ともいえる。また、「なすべきこと」がある人にとって、その行為や成果に対する社会的評価、

組織内・メンバー内の評価、仲間からの評価として、よくやっている、と認められたい。ほめ

られたいという要因が背景にある。

　ただし、「したいことをできている」というとき、日々の喜びを仕事の達成感とまったく重

ねている仕事重視の人（とりわけ、趣味や私的な行動目的を持たない人）の場合、就労年齢期

間はともかく、退職後は、日々の楽しみや目標達成感など、心の拠り所やその元となる生活環

境を失い、時間的ゆとりや金銭的ゆとりがあっても、暇と退屈の状態になることも示唆された。

　他方、自分が自由にできる時間を自分が好きなこと、「したいこと」に使うことは、日常に

おける他者からの拘束や管理から解放されている状態である。「楽しい時間を過ごす」ことや、

充実感のある時間や生活は、自分が好きなことを行う時間と条件（アクセス、施設、場所、等）

を整えることに依存している。とくに、「非日常」としての余暇とは、生活の中でのまとまっ

た時間（長期休暇）を自由に過ごすことである。非労働時間で見た時間的ゆとりは、労働時間

の短縮や休日（祝日）の増加で達成されたが、平日は残業が増加した。また、商業的レジャー

を楽しむためには少なからぬ支出を要する。商業主義的娯楽は、人々の余暇・レジャー行動を

想定して購入を促す。多くの人は、商業主義的情報の内容を社会的な標準と受け止め、「人並

みのレジャー」の楽しみ方を検討するだろう。すると、休日や余暇の過ごし方やレジャーも、

金銭的消費行動と切り離せなくなる。このような側面が支配的になると、レジャー活動を通じ

て豊かさを実感するには「限りない欲望」と対峙することになる。多くの人のレジャー感が商

業主義的娯楽と結びついている場合、その達成感に関わる基準は新たに登場してくる商業的レ
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ジャーへの接近や実体験と切り離せないため、結果として、永遠とは言わずとも、「ゆとりや

豊かさを実感しにくい」状況が続くことになるのかもしれない30）。

（２）よい時間・楽しい時間とレジャー

　誰でも、よい時間（good time）を過ごすことを望んでいる。よい時間とは、「したいこと」

ができている喜びを実感できる充実した時間など、自分が希望した通りの時間を過ごせている

状態である。また、それは、たとえば、家族との団らんや友人とふれあうことの満足感、交流

を深く実現することなど、楽しいと感じる時間の過ごし方であろう。また、強制されたわけで

はないが、無心、夢中になれる状態が楽しみの本質だとチクセントミハイ［1975］は指摘し

た31）。彼は、遊び以外にも、スポーツの事例を多く示す。人は、自ら決めた目標に向かってさ

まざまに努力する。それは、自己目的設定型行為であるが、その達成をめざし、それに関わる

ことに従事する時間が楽しみの本質でもあるという理解を示す。充実感のある時間は、挑戦す

る対象やテーマをもつ人が自らの計画の実現や目標を達成した喜びを生む。目標にも、個人的

目標と組織やチームの目標がある。

　よい時間とともに、楽しい時間を過ごすという表現もある。楽しい時間を生むのは、①各人

が趣味などの好きなこと、「したいこと」に自分の時間を費やすことができる、②好奇心を満

たすことに時間を費やす。たとえば、知らないことを知る、旅行を含めて、体験してないこと

をする。③娯楽の時間を過ごす。④親しい人と時間を過ごす。さまざまな人と交流する、など

であろう。

　アリストテレスは、ある意味で、「したいこと」ができている状態を、レジャー（閑暇）と

捉えたと筆者は理解している。では、「したいこと」が特になくても、何かをすること、自由

な時間を過ごすことと、自由にできる時間で「したいこと」をすることの差は何だろうか。

　楽しい時間の使い方について自らの基準を持っている人もいるが、自分の基準を持っていな

い人も少なくない。言い方を変えると、自分が「したいこと」を具体的に自覚できていない人

が少なくない。それは、当人にとって良い時間・楽しい時間の過ごし方を社会的通念に委ねる

わけでもなく、自らの主体的な充実感の基準を持っていないことを意味する。

　生活（人生）を楽しむことには、人との交流、仕事や趣味など、自分が自由にできる時間を

もつことに依存し、生活のゆとりが、レジャーを楽しむことや、生活の満足度、幸せなどに結

びつくと考えられる。自分が自由にできる時間をもち、自分が希望する通りに、時間を過ごす。

とくに、好きなことに打ち込める時間を持てることや、そのような時間の過ごし方を優先でき
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ることなど、「楽しい」瞬間の継続や繰り返しは、幸せの状態と解釈できる。

（３）「高尚な」余暇と「低俗な」余暇

　レジャー概念は広い。好きなことを自由にできるという意味で、アリストテレスは「幸福は

閑暇（スコレー）に存すると考えられる」（Aristotle ［1934］ p.615、和訳書175ページ）と述べ

た32）。アリストテレスがスコレー、つまり、レジャー（閑暇）と呼んだ状況には、しかるべき

地位にいる人たちは、国家の安泰のため、平和時には自己の研鑽に務めるべきだという考え方

が底流にあった。本稿では、当初、他者に拘束されない、自由な時間をもつことが「したいこ

と」をできる条件と捉えた。それは、自由な時間の使い方として、自己研鑽（学問、趣味、調

理や健康などに関する広義の力量。彼はテクネ（技術）と呼ぶ）を高めることと結び付けたレ

ジャー概念であると思われる。この表現でのレジャーは確かに、それぞれの行為の特定目的を

考慮せず、その時間を過ごすという意味で、自由な時間だと言えるが、もっぱら欲望に委ねた

「低俗な」余暇ではなく、欲望に流されることなく、「高尚な」余暇と高潔な生活を規範とすべ

きという暗黙の見解がうかがえる33）。現代の生活と結び付けた場合、余暇産業などという狭義

の活動に限定されず、余暇の根底には自由時間を自己研鑽や専心できることに充てることが人

の楽しみを生むというのがアリストテレスの見解だった。

　さて、アリストテレスは、レジャーか非レジャーかと表現したが、それは、余暇か労働かと

いう分類基準と形式的には対応している。（理論）経済学は労働する時間以外を「余暇」と呼ぶが、

余暇の内容を具体的に特定していない。経済政策理論は、現状をみて、レジャーに関わる実態

を分析し、人や組織の行動に関わる提言をしてきた。

　一方、娯楽、遊び、楽しみにかかわる従来の（主に社会学領域に属するだろう）見解は、もっ

と多様な広がりをもつ。仕事（労働）から免除された状態に限定されず、人々の欲望と結びつ

けたものも少なくない。個々の具体的な娯楽、遊び、楽しみに関する歴史的・社会現象的な論

述は極めて多い。それぞれに、ときどきの事象から時代ごとの意味を読み解く形式が多い。そ

うした中で、デュマズディエは、余暇の分類に自己の能力開発を加えた見解を示した。また、

ホイジンガは、遊びの概念に、熱中、没頭、陶酔という要因を見出し、プラトンの言葉を引い

て、平和時には教養を高めることも「遊び」の一種だと示唆した。チクセントミハイも、自己

目的を達成するための取り組みを楽しみの要素の一部とみなしていた。

　関心事に夢中になる側面とは別に、自己の素養や能力の向上という側面が自由な時間として

のレジャーの過ごし方であるべきだというのが、アリストテレスの見解であった。その状態を
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続けることができるのは、生きがいや幸福感に由来する当人の考え方と結びついていくだろう。

よい時間やよい生活の実現を突き詰めて考えると、いかに生きるかということ（幸せな人生と

は何か）にたどり着く。しかし、よい時間やよい生活、幸せな人生という概念に結び付けてレ

ジャーを論じた見解は、社会科学領域でも多くはないと思われる。

（４）レジャーと幸福感

　本稿では、自由な時間を確保でき、当人が希望する通りの時間の過ごし方ができていること

や、自分が「したいこと」ができていると実感している状態を、幸せと結びつけてとらえてきた。

自分が関心を持つことに取り組むことや、好きなことをするということは、他者に強制も拘束

もされておらず、必要に迫られてもいないことであり、それを行う時間がレジャーとしての時

間の使い方だとアリストテレスは述べたのではないだろうか。関心を持っていることや、好き

なこと、「したいこと」が当人にあり、自由な時間があれば、（金銭的な豊かさやゆとりは必ず

しもなくても）レジャーを楽しむことはできる。「したいこと」を自由に過ごす状態（または

真の自由時間）こそが幸福をもたらすのであり、自分が好きなように時間を配分できる状態は、

アリストテレスがいう幸せの時間に対応すると考えられる。その「したいこと」がレジャー活

動の本質に関わる要因だろうというのが本稿が到達した仮説的見解である。

　このような意味で、人の生活の究極目的は、充実した人生、または、楽しい生き方と言える。

楽しい生き方の中心には「したいこと」ができている状態がある。自由にできる時間を見つけ

て、その時間を使い、自分の関心事に専心する。時間的・精神的なゆとりがあって、自分が納

得のゆく生活を送ることができている。アリストテレスは、自己研鑽に「専心・没入する」状

態という意味での「レジャー」活動を提唱したが、多くの現代人にとって、就労や生活の楽し

みとして、生活の充実、生活の質、人生の充実を実感できているかどうかに依存するだろう。

（５）レジャーとリクリエーション・「レクレーション」

　日本に限らないが、リクリエーション（re-creation）は厳しい作業や仕事の後に心身を回復

するための休息、休暇、保養である（テニス、魚釣り、娯楽、気楽らし）。リクリエーション

は本来、労働力と健康維持を結びつけることと、体力・気力の回復を目的としており、一人で

も実行可能である。他方、日本語の「レクレーション」は娯楽や余興を交えて組織内での親睦

を深め、人間関係の向上、コミュニケーションの向上を図るという意味合いや目的が強い。「レ

クレーション」は、職場や組織での緊張感を和らげる取り組みの一種であり、複数・多数の人
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が参加して実施することが多い。従業者が自主的に行うよりも、組織の指示や方針に基づいて

行うなど、誰かに促された休息の形態またはリラックスのための時間を指すことが多いかもし

れない。この見解に従えば、リクリエーション（心身の健康回復、活力回復）と「レクレーショ

ン」（娯楽）は用語表現が類似した以上に内容が違う側面もあるといえる。

　国民の体力や強靭な気力の涵養を旨とした戦前日本での体育と健康の推進にかかわった「厚

生（welfare）」という用語が、第２次世界大戦後の占領政策下で、リクリエーションという用

語に置き換えられた34）。リクリエーション推進は、武道を除くスポーツ振興を含み、国民の体

力強化や健康維持のための制度的工夫としての働きかけと位置づけられた35）。また、余暇・レ

ジャー・自由時間を休養または知識・能力の向上に使うことで、結果として労働効率が高まる

という見方を「余暇善用論」というが、それは「労働の論理」（雇用者側の論理）でみたレジャー

観だという解釈もあり、自由時間の使い方を、労働力の能率維持と切り離して、生活自体の質

を高めるなど、生活の意味を成すことと結び付けるという視点に立つべきだという考え方があ

る（藤竹［1969］239−241ページ）。

　こうして、レジャーは、人々が自分で時間の過ごし方を決めるので、リクリエーションに対

応しやすいが、それに限定できるわけでもない。一方、休息や安息に関連しても、「健全な」

または「特定目的に関連付けられた」活動とそうでない活動に区分できるのかもしれない。

８．結びに代えて

　本稿では、レジャーと余暇に関するさまざまな概念の変遷と、余暇・レジャーと時間の過ご

し方の捉え方について、レジャー概念の起源にさかのぼって、労働対余暇の二項対立を超えた

領域横断的な理解に取り組んだ。それは余暇、自由時間、「遊び」の関係に及ぶものだった。

関連する文献を通じて、余暇と労働の関係や労働時間と所得水準の関係に関する通説や特定論

者の考え方を確かめた。また、産業としての余暇活動の実態やレジャー産業の進展を捉えるさ

まざまな考え方、および、日本の官僚たちが1961年に刊行物を出して以降の国民生活の豊かさ

にかかわる政策あるいは産業政策として、我が国の余暇・レジャー政策の推進を提唱した背景

を概観した。

　本稿において、筆者が整理できた点は以下のとおりである。第１に、レジャーの概念は広く、

通説では非労働の状態や自由時間の過ごし方を指しており、レジャーを非拘束時間とみるなら
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ば、その時間を当人が「したいこと」にどれほど充当できているかが当人の楽しみや生活の充

実に結び付く。本稿では、レジャーを、当人が好きなことや「したいこと」を行うことと捉えた。

よって、レジャーを遊びや娯楽に直結することは正しいと言えない。さらに、レジャーは、活

動するための自由時間をもつことではなく、活動の状態であると捉えた。第２に、お金や時間

よりも、当人が「したいこと」を持ち、自覚していることが、当人の生活の楽しみ事であるレ

ジャーを充実させる主要因となる。その限りで、自由時間をいかに獲得・確保するかは重要で

ある。しかし、本稿の仮説にすぎないが、自由時間の拡大だけがレジャー推進の課題ではなく、

当人が「したいこと」を持ち、それを自覚しているという条件が必要であると分かった。第３

に、レジャーの対極と位置づけられる労働を苦痛と受け止めない人や、労働以外に「したいこ

と」を見つけていない人、自分が「したいこと」や「なすべきこと」を自覚しないか、レジャー

に関連する前向きな意識を持たない人（受動的態度の人）も少なからず存在しており、とくに

退職者が生活での目的を失う懸念も見出した。第４に、周知のことではあるが、レジャー概念

を当人の関心事に結び付けてとらえる限り、レジャーは自由時間の使い方や活動の内容と活動

状態であり、それは気分転換のための活動や、お金を用いた楽しみ方（消費行動を伴う喜びや

商業的娯楽）に限定されるものではないと論じた。

　とはいえ、本稿ではレジャー概念に関わる全体像のごく一部しか検討できていない状況にあ

る。何らかの目的をもって自由時間を過ごし楽しむことと、当人が興味や関心をもっているこ

とに没頭して時間が過ぎることが同義といえるかどうか、あるいは、非労働時間をレジャーと

見る場合、分断で細切れの状態は休息に近く、それは当人が本来、根源的に「したいこと」を

行う状況ではないかもしれないが、逆に、まとまった時間（一日、一週間、それ以上の日数な

ど）がなければ、レジャーを楽しめないのか。これらについては、レジャーと遊び、余暇と遊

び、娯楽との関係として今後の検討課題としたい。

＊�本稿は、令和３年度　大阪商業大学アミューズメント産業研究所の研究プロジェクトの成果

の一部である。プロジェクトの支援に謝意を示す。

　
〔注〕
１）英訳書では、happiness is thought to involve leisure; for we do business in order that we may have 

leisure, Aristotle ［1934］ p.615（Nicomachean Ethics, X.vii,6, p.615）。なお、１つの和訳書では「閑暇を持た
んがために忙殺される」（アリストテレス［1973］175ページ）だが、言語を忠実に解釈すると、非閑暇は、
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無為と対立する最高度の専心（没頭に近い）を意味するという。閑暇・非閑暇に関するギリシア語表現の英
訳語や和訳語の表現や解釈には幅がある。なお、アリストテレスが非閑暇と結びつけた幸福の概念は、心持
ちの状態を表す幸福（happiness）という現代的用法よりも、すべてが完全に申し分のない状態を意味する順
調（wellbeing）に相当するというギリシア哲学研究者（アームストロング）の見解を紹介したものもある（法
政大学［1999］5-8ページ）。

２）レジャーについては、日高［1961］、香内［1961］、日本生産性本部［1961］、リースマン［1961］［1968］、尾高［1967］、
霧生［1969］、オーウェン［1971］ 、石川［1979］、菅野［1993］、法政大学［1999］、小澤［2003］、［2013］等によった。

３）国語辞典を点検すると、『言海』（吉川弘文館）（明治22年、1889年）に、趣味、娯楽の項目はなかったが、
餘暇は「アマルイトマ。ヒマ。」と記載されていた。明治44年（1911年）の『改版　言海　縮刷刷』と大正元
年（1912年）の『改版縮刷刷　言海』、また、昭和10年（1921年）の『大言海』（吉川弘文館）でも同様。昭
和10年（1921年）の『辤苑』（『辞苑』）（博文館）で余暇は「あひま。ひま。いとま。」と記載され、昭和13年

（1924年）の『言苑』（博文館）で余暇は「ひま。いとま。」と記載されていた。『広辞苑』（岩波書店）一版（昭
和30年、1955年）と第二版増訂版（昭和51年、1976年）では、余暇は「あまった時間。ひま。いとま。」と記
載されていたが、レジャーという項目はなかった。『広辞苑』第三版（昭和58年、1983年）において、余暇は

「自分の自由に使える、あまった時間。ひま、いとま」で、レジャーは「余暇。仕事のひま。転じて、余暇を
利用してする遊び・娯楽」となり、余暇とレジャーが別々に掲載されていた。

　　ちなみに、ポケットオックスフォード辞典でleisureは「暇な時間、緊張感ある仕事からの解放（spare 
time, freedom from pressing business）」 と 記 さ れ て い た（The Pocket Oxford Dictionary of Current 
English, revised by E. McINTOSH, Fifth edition, Oxford University Press, 1969, p.458）。また、ランダムハ
ウス辞典では、「１．仕事からの解放、暇、余暇、閑暇、２．（仕事をしなくてもよい）暇な時間、手すき、３．
ゆったりした気楽さ（気安さ）、安逸」と記されていた（『小学館ランダムハウス英和大辞典』パーソナル版、
全１巻、1979年、p.1467）。

４）調査項目において、教養には学校、公民館、宗教、ファッションの調査を含む。娯楽はナイトレジャー、
飲食を指す。旅行には公園、宿泊施設、交通の分析を含む。余暇時間の調査では、自由時間、生活時間、労
働時間、休暇の調査を指す（『余暇ハンドブック』1977年版）。

５）Life誌によると、「１週間の自由時間は、２世代前では起きている間の55時間だったが、今や75時間。労働
時間は週48時間から45時間へ」と変化した（同紙、目次欄）。「昔、レジャーは少数の富裕層の贅沢だった」（同
誌、p.12）、「遊びだけがレジャーの楽しみ方ではない。文化的な事柄への欲求を強めること（whet appetite）や、
スキル向上のための時間もレジャーに含まれる」（同誌、p.69）、「労働費用が高いので、自宅での自前での手
作業が増えてきた。Do it yourselfの時代」である（同誌、p.82）。「リクリエーションは乱痴気騒ぎ（rip-roaring 
time）から、まったくリラックスした外出・遊山（outing）まで幅広くある」（同誌、p.86）。

６）レジャー産業については、日本生産性本部［1961］、阿部・上野［1969］、日本長期信用銀行［1970］、岡田
［1980］ 、菅［1993］を参照のこと。

７）『レジャー白書』での統計資料の作成分類基準を参考に記述した。
８）まとまった日数の自由時間（長期休暇）について、1977年頃、日本では１週間、フランスでは３～４週間

が最頻値だった。長期休暇の過ごし方について、フランスでは「自宅で休息」が最も多かった（『余暇ハンド
ブック』1977年版）。休日や長期休暇の過ごし方に対する考え方の違いはレジャー観の違いを反映している。

９）余暇については、加藤［1960］、佐藤［1960］ ［1961］、リースマン［1961］、松原［1967］ 、藤竹［1969］、パー
カー［1971］、デュマズディエ［1972］、高橋［1973］、桝潟［1975］ 、日本余暇学会［1975］ ［2004］、巻［1977］、
石川［1979］、恩田［1993］、小澤［2003］,［2013］、瀬沼・薗田［2004］、国分［2011］などがある。

10）娯楽については、大阪市［1923］、権田［1931］、佐藤［1960］、野口・稲葉［1960］、小宮［1965/1980］、仲村［1973］、
津金沢［1973］、巻「1977」、石川［1979］の文献展望などがある。

11）ちなみに、「余暇市場」の部門別事業規模は、スポーツ部門（スポーツ用品、スポーツ活動）は4.1兆円、
趣味･創作部門（新聞・書籍・雑誌（出版）、鑑賞レジャー（テレビ受像機）、ＣＤレンタル関連）が7.8兆円、
娯楽部門（ゲーム関連、（公営）ギャンブル、飲食業）が47.2兆円、観光・行楽部門（自動車販売額、（観光）、
鉄道、航空、旅行業、遊園地、レジャーランド）が10.8兆円であった（『レジャー白書』2018、69ページ他）。

12）趣味をもつとは、自然美・芸術美を鑑賞する能力を持つこと、「娯楽するとは仕事からしばらく解放されて
自由にあそびたのしむこと」と定義し（小宮［1965/1980］１ページ）、また、「娯楽は手っとりばやく言えば、
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あそびたのしむということ、（中略）しかし、職業上の勤労や本務上の仕事と対照しての娯楽であって、幼少
年の「遊戯」や遊惰逸民の「道楽」とは断然ちがう。娯楽は勤労・役務から一時的ながら解放された心身が
自由にあそびたのしむことである。（中略）単なる休養・静養に依る疲労からの回復とちがって、精神的に多
かれ少かれ神経をはたらかせ、筋肉（中略）を動かすものである」という（小宮［1965/1980］27ページ）。

13）富裕層など、初めからそうできる人もいる。
14）（非）労働と余暇の関係については、尾高［1967］、パーカー［1971］、Rees［1973］、川北［1987］がある。
15）NHK放送文化研究所編『現代日本人の意識構造』第七版、147ページによると、1973年と2008年において、

余暇重視型４％、９％、余暇優先型28％、26％、両立型21％、35％、仕事優先36％、21％、仕事全力８％、５％
となった。1973年で仕事優先36％、余暇優先型28％だったが、2008年頃は両立型35％、余暇優先型26％となっ
ている。

16）仕事と生活の調和・両立と表現されることが多いワークライフバランスが提案された当初、ワークは仕事
だが、ライフは生活、家庭、私生活、家事などの表現があった（出所は、それぞれ『日本経済新聞』2002年
10月８日、2005年12月19日、2006年１月23日、2006年４月22日）。それぞれの含意は重い。

17）工場労働者は自由時間を持て余すが、経営者や専門職や自由職の人々は、向学心が高いので、自分の関心
事や家族や地域社会への貢献に自由時間を費やしている（リースマン［1968］83ページ、上段）。また、レジャー
の増加は、労働者に対して、可処分所得を高めるための新たな労働意欲を高めた（リースマン［1968］78ペー
ジ、下段）。

18）イギリスにおける遊びの考え方（アーミテージ［2011］）も含めて、一部の社会学等における娯楽、遊びと
余暇の関係の捉え方を比較的広範囲にレビューし、根本的に経済学とは異なることを確認した。遊びについ
ては、ホイジンガ［1974］、藤村［1995］、井上［1995］、アーミテージ［2011］が、江戸時代と明治時代およ
び大正時代の娯楽については小宮［1965/1980］と大阪市社會部調査課編［1923］、増川［2014］が、娯楽と
消費の関係では日本生産性本部［1961］、間々田［2016］などがある。

19）国内外でも、余暇や娯楽は、地域ごとの年間行事、宗教や祭事等での集まりの後の交流時間、西欧型の地
域社会（コミュニティ）の行事と慣習と深く関連する側面もあった。日本でも、祭事が盛んな地域は多い。

20）たしかに、異なる雰囲気の状況や場にいる（まぎれ込む）と、自分の考え方やふるまい方とは違うので、
居心地が悪く、居場所を間違えた気分になることがある。そこにいる人と同じことを同じスタイルで行う気
分にならず、（本当は別のことをしたいのに）「ここでは楽しめない」という気持ちが広がることや一種の違
和感や嫌悪感、そして退屈な気分になる。國分［2011］166-167、219-220ページ参照。

21）経済企画庁国民生活局編『人生80年時代における労働と余暇』３ページ、『労働統計要覧』平成13、18、28
年度などによる。なお、一日平均労働時間は、1910年3080時間、1930年2904時間、1940年2948時間、1950年
2270時間であった。経済企画庁同上書、３ページ。

22）職場の同僚に迷惑をかけたくない配慮や休むことへの罪悪感から（それぞれ、過半と４割の回答）、理想の
長期休暇は10日間だが、実際は５日間しか取得できていない人が多いという調査結果がある（『日本経済新聞』
2023年10月11日）。

23）有給休暇消化率は1989年51.5％だったが、1992年を上限として低下傾向に入り、2000年に50％を割った。
2005年の46.6％を底として2018年に50％を回復し、2022年58.3％と最高水準となった。なお、有給休暇の積極
的利用は「余り時間の視点」ではない。

24）國分［2011］114、205-206ページ。
25）働き方改革と労働時間の短縮については八代［1999］124ページ。
26）労働法による週休二日制と学校週５日制がある。1947（昭和22）年労働基準法が制定・施行され、１日８時間、

１週48時間体制が40年間続いた。1988（昭和63）年４月、労働時間短縮を骨子とする改正労働基準法が施行され、
１週40時間労働が規定された（が、その実施に際して段階的な移行と猶予期間が設けられた）。1992（平成４）
年のできるだけ早い時期において公務員の週休二日制の早期実施が決定された。1992（平成４）年、全国の
国公立の幼稚園、小・中・高校、養護・盲・ろう学校において、９月より毎月第二土曜日を休業日とするこ
とを決定し実施された。その後、1995（平成７）年４月より月２回実施、2002（平成14）年４月より完全学
校週５日制を実施している。

27）余暇開発センターは、1977年以降、『レジャー白書』を刊行し、余暇活動状況・実態を需要の面と供給の面
から分析していた。なお、余暇開発センターは2000年、（財）自由時間デザイン協会として改組され、2003年
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３月末、同協会は解散したが、2003年４月１日、（財）社会経済生産性本部・国際部門内に創設された「余暇
創研」が『レジャー白書』を継続して刊行している（『レジャー白書』編集担当者の長田亮氏との2021年11月
８日の面談結果による）。

28）働き過ぎ批判を受けて、その見直し論議から、「心豊かな社会」の創出への議論が出てきたという。余暇開
発センター［1990］20ページ。

29）総理府/内閣府「国民生活に関する世論調査」では、1977年または1979年に、これからは「物の豊かさを重
視する人」よりも「心の豊かさを重視する人」が多くなり、それ以降、その状態が続いている。

30）ガルブレイス［1978］第11章「依存効果」。
31）他者が決めた目標ではなく、また、報酬を伴うこともなく、自らが決定した自己目的的活動を行っている

状態を指した（Csikszentmihalyi［1975］p.36、訳書66ページ）。
32）注１を参照。
33）スパルタは「覇を遂げると、閑暇の生活を送る術を知らず、また戦闘的な修練とは別の、もっと高級な修

練を何一つつんでいなかったために滅びた」「戦争は平和のために、事業は閑暇のために、必要で有用なもの
は立派でなければならない」（アリストテレス［1961］108、346ページ）。そして、閑暇のために愛知心が必
要と言う（アリストテレス［1961］349ページ）。あるいは、「古代ギリシア人は賢者を指向したが、賢者にな
るためにはレジャーが必要だった」（De Graziap［1962］p.35）。

34）現在の厚生労働省の「厚生」という表現の起源と厚生労働省の歴史については、https:www.mhlw.go.jp/
shigoto。

35）戦前の日本厚生協会は1946年に文部省と厚生省の所管団体となった後、第２次世界大戦後の占領下の余暇
行政として、1948年に日本レクリエーション協会と改名し、戦後のリクリエーション推進は文部省体育局の
所管となった。また、1948年、国家公務員法第73条で、能率増進に関係づけたレクリエーションとして「元
気回復」施策を定め、それを推進するために、人事院能率局にレクリエーション課が設立された（瀬沼［2003］
27ページ、表記法は文献のまま）。なお、戦前の厚生は、国民・大衆の心身の健康を指していたが、「余暇は放っ
ておくと悪や退廃に傾くものだから、これを上手に活用して善きものを生み出そうと努めるのが人間のある
べき姿勢」という考え方もあった（青野［2014］37ページ、元文献は薗田碩哉「余暇善用論の系譜」『余暇と
いう希望』叢文社、2012年）ので、一案として「子供の頃からレクリエーションを行う知識や態度を育むこ
とは重要」という見解もあった（青野［2014］38ページ、元文献は澤村博・近藤克之編『これからのレジャー・
レクリエーション　余暇社会に向けて（改訂版）』弓箭書院、2013年）という。
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